
それでは報告会を始めさせていただきます．

産学共同のプロジェクトで，「欧州新興市場国

における日系企業の投資動向調査」というテーマ

で４人でやっておりますが，今回の報告会はその

うちの２人です．われわれ以外では，羽田先生は

ご家族にご不幸があって本日は葬儀だということ

で，ペーパーだけ提出していただいております．

もう一人は元三井物産チェコ事務所所長の安東さ

んですが，半年前に大きな手術をして，まだ電車

に乗って動ける状態じゃないということで，論文

を出されております．そんなことでちょっと寂し

くなりましたが，私と中村先生の２人でご報告い

たします．

全く毛色の違うチームでございまして，中村先

生はゲーム理論を用いて，公企業と私企業の同じ

市場で競争する混合寡占市場に関する経済理論分

析をされる．きょうは直近の二つの業績をもとに

報告されることになります．

羽田さんは，2008 年から 2014 年の日系企業の

海外直接投資データを使用した実証分析を行なっ

ておりまして，この調査報告では，１点目に，新

興市場国で相対的に経済的リスクが高い国におい

ては日系企業は撤退の確率が高まる可能性を明ら

かにされています．２点目に，相対的に進出して

から年数の短い企業が撤退する確率が高まってい

る．３点目に，欧州に同系列のグループ会社が存

在する企業ほど撤退する確率が高まっていること

を論文等で明らかにされました．

私と安東さんのチームは，欧州新興市場国，特

にチェコ，ポーランド，ハンガリーの日系企業，

中でもトヨタ関連の企業を回って，その投資動向

を調査しました．その現地調査の内容について

は，後ほど私の報告でご説明させていただきます．

早速でございますが，中村先生にご報告をお願

いします．

Merger Incentives in a Mixed Duopoly with

Asymmetric Market Structures

（公企業と私企業が非対称な戦略を持つ場合の混

合寡占市場における公・私企業間合併の起こりや

すさ）

日本大学経済学部准教授 中村 靖彦

中村です．

今回の報告のタイトル並びに本プロジェクトの

最終成果として提出させていただいた論文のタイ

トルでもあります「Merger Incentives in a Mixed

Duopoly with Asymmetric Structures」というのは，

簡単に訳しますと，公企業と私企業が非対称な戦

略を持つ場合の混合寡占市場における公・私企業

間合併の起こりやすさみたいなものを考察したも

のになっています．

報告するに先立って，池本先生を代表とする産

学連携研究プロジェクト「欧州新興市場における

日系企業の投資行動：アジア新興市場との比較」

に対して多くの研究助成を受けたことをご報告さ

せていただきます．

それでは具体的に話の内容に入りたいと思いま

す．

本稿の動機，本発表の動機は，新興市場，特に

東欧の新興市場を池本先生は守備範囲にされてい
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まして，それを私も念頭におきながら考えたわけ

ですけれども，東欧といえばまだ経済自由化しつ

つある国々が多く，混合寡占という状態に該当す

る産業が多い．ここで「混合寡占」という定義は，

公企業と私企業が同じ市場で競争するというもの

です．

標準的な経済理論では，自然独占と言われる水

道事業だとかガス事業だとかに対して私企業が競

争する状態はあまり想定していませんで，私企業

と公企業が競争する状況を経済理論としてモデル

化するのは，どんなに古く見積もっても 1970 年

代ぐらいからやられてきた研究です．

特に混合寡占に関して言えば，東大の社会科学

研究所の松村敏弘先生が世界的な第一人者でい

らっしゃいます．松村先生は公企業の扱いという

ことのプロですので，さまざまな政府的な機関で

も何らかの職に就いていらっしゃることが多いで

すし，理論的な成果もたくさん挙げられています．

アジアでは経済自由化の只中にある中国で頻繁

に言われる現象ですし，日本のような先進国でも

金融関係は政府系のものが多い．ヨーロッパの事

例として有名なところでは，スペインの公企業

SEAT という自動車会社とフランスの私企業ル

ノーの合併が 1986 年にありました．航空産業に

おいては，半官半民企業のスカンジナビア航空と

私企業ブラーテンズ・リージョナル・エアライン

ズの合併がありまして，これも公企業・私企業の

合併に該当するかなと思います．東欧において

も，明確な事例というほどでもないんですが，先

行研究を追ってみますと銀行部門は政府の統制下

にあるケースが多いようで，報告されている論文

もたくさんあります．

ただし，東欧あるいはアジアでも経済自由化が

完全に行なわれたわけではない諸国もたくさんあ

るわけで，依然として公企業が存在するわけです．

このような諸国では公企業の民営化が経済の自由

化とともに進行しつつあるわけですが，民営化の

一つの手段として，既存の私企業との水平的合併

があります．「水平的」というのは同レベルの企

業という意味で，下請企業とその上の企業が合併

するとかではなく，最終財の企業が合併するとい

うような意味でとらえていただければと思いま

す．

細かいトピックになりますが，本稿では特に，

公企業と私企業の合併の成立に関する考察に関し

て，先行研究の命題を拡張しております．

早速，理論モデルの説明に入らせていただきま

す．

公企業と私企業１社ずつという，混合複占のシ

ンプルなモデルを立てました．企業０を公企業と

し，企業１を私企業として，各企業の生産量を q，

各企業の生産する財の価格を pで表しています．

細かい話ですが，費用関数を生産量の二乗という

先行研究と同じ設定をしています．

代表的個人の効用関数は準線形という典型的な

セッティングを置いていますが，個人が持ってい

る財から得られる満足度を表す効用関数の中に

入っている bというパラメーターが大きな役割を

果たしていて，bは０と１の間をとると仮定して，

b＝１は両財が完全に同質のもの，b＝０は両財

が完全に無関係．つまり，消費者にとってその二

つの財を選ぶときに，全く同じものとして認識す

るのが b＝１のケースで，何の迷いもなくそれぞ

れ消費するというのが b＝０のケースに当たりま

す．

これも満足度の話ですが，消費者が得られる余

剰を CS（consumer surplus）と表して，このように

典型的なセッティングをしています．生産者余剰

PSは企業０と企業１の利潤の和です．ここで言

う利潤は「収入−費用」で，会計上の利潤と経済

学的な利潤とは少し異なっています．

社会的余剰とか総余剰，社会的厚生とか呼ばれ

るものは，消費者余剰と生産者余剰の和，その舞

台に立っている登場人物の満足度の和と定義され

るのが一般的です．需要関数は個人の効用最大化

問題から得られるもので，標準的な経済学の前提

です．

（資料３） 先行研究と本稿の関係ですが，ここ

に１，２，３とあるのは全て，公企業と私企業が

選んでいる戦略，市場で採用する戦略が対称な場

合を想定して考えています．戦略が互いに異なる

状況に注目する非対称が私の今回の論文の大きな

テーマですが，そんなことはあり得るのか．現実

的に戦略が非対称性になる状況というのは，その

産業とか企業の体質に依存して，あり得るという

ことです．

ゲーム理論というか，一般的に経済理論で想定

される企業の戦略は，価格を頻繁に変更する企業
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の戦略は数量として分析するべきであって，数量

を頻繁に変更する企業の戦略は価格として分析す

るべきで，変更が容易なものは企業の戦略とは言

えない．それで日常的にやっているということは

結果として企業としては見通せているわけで，長

期的な分析が重要である限り，動かすのが複雑な

ほうを動かしたときに一体どうなるのというとこ

ろが経済理論の役割です．これは多くの経済理論

家が想定して考えていることで，たとえば生鮮食

品は価格を動かすのは容易だと思いますけれど

も，そういう場合には数量でということです．

完全に理論的な話になるんですが，Singh and

Vives の 1984 年のペーパーは非対称な戦略を持

つような状況を考察した研究の最初のものだった

んですけれども，価格か数量のどちらを戦略に持

つべきか理論的に決定するモデルも存在して，非

対称の状況が均衡として実現することが示されて

いる市場環境もあり得るということです．

（資料４） 具体的な分析ですが，テクニカルな

話で，数値はそれほど重要な役割を果たしており

ませんので，気になさらずにお聞きいただければ

と思います．

まず合併前の話ですが，公企業と私企業（公企

業０と私企業１）の２社がいる状態で，企業０が

目的にするのは社会的余剰です．公企業ですの

で，社会的余剰が一番高くなればいいなと考えて

いる，あるいはそうあるべきだととらえます．そ

して私企業は企業の利潤を目的に持つ．これは標

準的な経済学の想定です．

公企業の所有者の利得は合併前は社会的余剰で

あり，私企業の所有者の利得は自社の利潤です．

ここで言う「所有者」は便宜上の名称で，経営者

は所有者から賃金契約が与えられていて，その賃

金契約に基づいて行動すると位置づけられるので

「所有者」と言っていますけれども，単に企業の利

得と言っても構わない．所有と経営の分離が明確

に寄与しているかというと，そんなことはないの

で，若干経営学的な視点が薄い．この点は最後に

言及したいと思います．

（p０，q１）と（q０，p１）という非対称な二つの

ケース，つまり公企業が価格を戦略としていて，

私企業が数量を戦略にしている状況と，その逆を

表しているわけですけれども，簡単な計算の結果，

このように利得が与えられます．下の添え字 bm

は before mergerで合併前を表しています．

（資料５） 合併後のほうが利得が若干複雑で，

公・私合併企業を 01 とすると，その目的関数 V01

は sW＋（１− s）π01になります．ここのπ01は

π０＋π１で，元の公企業，私企業の利潤の和です．

いろいろな考え方があるんですが，合併した後も

工場として両者を残すような格好で，その二つの

工場から得られている利潤の和と考えるというこ

とです．

ここで突如出てきた s は０と１の間の数字を

とっていて，合併企業 01 における元の公企業の

所有者の持ち株比率を表していますので，（１−s）

は私企業の所有者の持ち株比率になります．

元の公企業の所有者の利得は合併後の社会厚

生，社会的余剰で変わりません．元の私企業所有

者の利得は合併後いささか複雑になっていまし

て，合併企業の利潤のうち，持ち株比率に相当す

る部分を利得にする．π01をそのまま利得にする

のは，その企業にどれほど寄与しているかという

観点からするとおかしいので，（１− s）という

ウェートを置く．先ほどと同様に簡単な計算か

ら，ここに書かれているような事実が出てきて，

利得が決定します．下添え字の amは合併後を表

しています．

これは計算して気づいたことですが，本稿の設

定では両企業所有者の合併後の利得は二つの場合

で偶然一致するという分析しやすい状況になって

います．私企業の数を増やして混合複占から混合

寡占のモデルにしたとしても同じような状況が出

ると思いますので，企業数に関しては一般的な結

果であると言えると思います．

（資料６） 続いて結果に関する言及をさせてい

ただきます．本稿にある命題１の内容は，（p，q）

の状態と（q，p）の状態と，どちらが合併しやす

いか比較しています．その答えは，公企業が数量，

私企業が価格を市場の戦略として採用する場合の

ほうが公・私企業間合併が起こりやすいという命

題が得られます．

先ほど三つほど挙げさせていただいた先行研究

等を含め，私のいま申しました命題１とを併せる

と，公・私企業間合併が最も起こりやすい組み合

わせは公企業が数量で，私企業が価格を選択する

場合であり，最も起こりにくいのは公企業が価格
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で私企業が数量を市場の戦略として採用する場合

だという結果が得られます．

命題１に関して簡単に申しますと，合併前の社

会厚生 Wが決定的な影響を持っていまして，W

が高ければ高いほど，公企業は合併を望まない．

公企業が価格，私企業が数量を市場の戦略として

採用している場合のほうが競争的になるため，価

格が下がって，数量が上がり，消費者にとっては

有利で，そのことが社会厚生を上昇させるのに寄

与している．ということは合併をより望まれない

状況になり，公企業が数量で私企業が価格を選択

する場合のほうが公・私企業間合併がより起こり

やすいという結果が得られます．

（資料７） 図１は公企業が価格，私企業が数量

を選択する場合の公・私企業間合併の起こりやす

さを簡単に図解したものです．（I）は両企業の所

有者が合併を望むということで公・私企業間合併

が実現するような領域で，その面積を表していま

す．

（資料８） 図２は縦軸の縮尺が違いますが，（I）

は公企業が数量，私企業が価格を選択する場合の

両企業の所有者が合併を望む公・私企業間合併が

起こりやすい領域になっています．

これを比較しますと図２の（I）のほうが大きく，

命題１の結果からも明らかな通り，公企業が数量，

私企業が価格を選択する場合のほうが合併が起こ

りやすいことが計算によっても明確に得られるこ

とになります．

（資料 10） その他の結果ですが，消費者余剰の

観点からとか生産者余剰の観点からはきれいに逆

転します．消費者余剰の観点からは，「企業０が

数量，企業１が価格を市場の戦略として採用する

場合」が最も公・私企業間合併が起こりやすい．

生産者余剰を視点に置きますと，「企業０が価格，

企業１が数量を市場の戦略として採用する場合」

のほうが合併が起こりやすいという結果が得られ

ます．

このことから，公・私企業間合併の成立は「政

策担当者が消費者余剰か生産者余剰か，どの基準

で公・私企業間合併を評価するか」によって結果

は大きく変わってくる．そうなると，企業間の誘

因で起こり得る公・私企業間合併と政策担当者の

考える公・私企業間合併の望ましいあり方とが乖

離する可能性がある．これが法的な規制の根拠に

なり得るのではないか．

この事実が基準になっているかどうかは別とし

て，実際問題，何でもかんでも公企業と私企業が

水平的に合併してよいかというと，そのような産

業のほうが珍しい．論文のセッティングから，こ

のようなインプリケーション，含意を得ることが

できます．

（資料 11） 最後に今後の課題として四つほど見

つかりましたので言及させていただきますと，一

つ目は，単純に非対称な二通りの場合を別々に計

算して結果を出したものを比較しているので，一

つの産業体・市場体の中で，公企業が何を選び，

どのような状況で両者が合併を望むのか，両方の

意思決定を同時に決定するするモデルにはなって

いない．別個のものを均衡の状態として比較して

いるので，そこはいささか問題で，「望ましさ」と

いう分析からすると，理論的な帰結に対する予測

可能性が若干弱いと言わざるを得ないと思いま

す．

二つ目は，このモデルでは時間の流れが入って

いないので，「こうなったら，結果してはこうだろ

う」という，一瞬の事実を切り取ったような分析

になっています．周りの市場環境が変わればと

か，さまざまな状況が変われば，時間の流れとと

もにどうなっていくのかという分析にはなってい

ないので，難しいですけれども，さまざまな影響

を考慮してモデルの動学化を考えてみたいと思い

ます．

三つ目は，所有者と経営者が存在してしかるべ

きだろう．特に公企業は大企業ですから，所有と

経営の分離が当然現代企業としてあり得るだろ

う．所有者と経営者が明確に契約を結んでいる，

あるいは組織内部の構造を明確に考慮したような

分析があり得るべきだろうと思います．この分析

については，簡単なモデルではあるんですが，実

際私はすでに取り組んでいて，先行研究から新た

な結果を得ることに成功していますので，これは

でき得るものです．

四つ目は単純に私の努力が足りていないこと

で，特に今回，池本先生のプロジェクトに入れて

いただいた新興市場における公・私企業間合併の

事例と実証分析との比較が少し足りない．時間切

れに終わってしまったかなという反省がございま

して，これは私の課題です．
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少し時間オーバーしてしましたけれども，私か

らの報告は以上です．

どうもありがとうございました．
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「欧州新興市場国における日系自動車関連企業調

査」：チェコの事例

日本大学経済学部教授 池本 修一

私はチェコの地域研究を長年やっているんです

けれども，2003 年に外務省から「日系企業が EU

に入る前に中央ヨーロッパに進出しているので調

べてくれないか」と依頼されたのが今回の調査・

研究の第１の契機です．

いろいろな企業が進出しているので，どこにし

ぼるか．チェコにはトヨタが進出している．ハン

ガリーにはスズキが行っている．ポーランドに

は，チェコとともにトヨタ関連の企業その他が進

出している．ハンガリーは私のメインの研究対象

ではないこともありまして，ではトヨタを中心に

調査しようということで，トヨタ関連工場に調査

に行くことにしました．

TPCA（トヨタ・プジョー・シトロエン工場）を

メインの調査対象にして，実は来週 28 日から出

張して訪問します．秘密主義ですから，２年に１

回ぐらい，猛烈なラブコールをしてやっと会える

という感じで，工場自体は見せてくれないことが

多いです．

社長室や会議室でいろいろな話をするだけで，

実際にチェコ人がどんなことで頑張っているの

か，苦労しているのかを，実際に見ることができ

ない．在チェコ日本大使館大使に会うよりもトヨ

タの社長に会うほうが難しいと日本人の間で言わ

れているようなところなので，このテーマにした

こと自体の調査が難しいのですが，どうにかこれ

まで何回か会うことができるようになりました．

まず，トヨタはヨーロッパであまり売れないの

で，単体でヨーロッパに進出することは難しい状

況でした．アメリカに進出したとき，GMと一緒

に工場を建てたのと同じように，どこか相手を探

していたのですが，どこも断られた．特にドイツ

企業から断られて，結局手を挙げてくれたのはプ

ジョーでした．というよりも，プジョーは乗る気

であったときいています．

プジョーは日産とすでに関係がありますので，

プジョーが話に乗ってくれて，トヨタとプジョー

の資本比率５対５の合弁会社にして進出しまし

た．ところが，2018 年 11 月 30 日のチェコの新聞

に合弁を解消するという大きなニュースが出まし

た．プジョーの車が売れないので撤退して，トヨ

タ単体の工場になるとの記事です．その TPCA

の経緯を見に行くのがこの調査をやろうと思った

２番目のきっかけです．

３番目の契機は，チェコ人の労働者は欠勤率が

非常に高く，休む人が多い．日系企業を回ってみ

ると，ハンガリーやポーランドは欠勤率がおおむ

ね 10％台で，10 人に１人か２人が休むんですが，

チェコに行くと欠勤率が３割から４割ぐらいのと

ころもある．それはなぜなのか，制度上の問題な

のか国民性なのか，調査しようと思いました．

４番目は，ハンガリーやポーランドは日本の

JETROに当たる貿易省とか投資省が非常に熱心

なのに，チェコはいまでも熱心ではない．進出し

たいなら来いみたいなところがありますので，そ

こも調べてこようということです．

（資料３） 先行研究では，経産省の和田正武さ

んと，東京大学で多国籍企業を研究し，帝京大学

に移ってもう引退された安保哲夫さんのいわゆる

安保グループの『中東欧の日本型経営生産システ

ム』がまず一つあります．

２つ目に挙げた苑志佳さんとは明日，立教大学

で話をすることになっていますが，彼は東京大学

の藤本先生のグループで，『中東欧の日系ハイブ

リッド工場』を編著で出しています．

この二つが多国籍企業研究では二大流派になっ

ていまして，私は安保先生とも藤本先生とも比較

的交流があります．2007 年には macmilanからわ

れわれのグループで本を出すことができました．

この業績これがもとになって，現在まで続いてい

ると言えます．2008 年にも 10 年にも研究書を出

していますが，これらが先行研究です．

（資料４） 中東欧及び日系企業の特殊性ですが，

社会主義国だったところが急に資本主義になっ

て，しかもトヨタシステムなどという厳しいシス

テムが中東欧で通用するのか．1988 年の体制転

換の前にスズキがハンガリーに進出したのも非常

に冒険だったと思うのですが，これまでスズキは

インドとハンガリーで成功していますので調査し

たいと思っています．ところが，ここの取材は非

常に難しくて，あるスズキの関係者の方から「い

いよ．見せてあげるけど，その代わり，TPCAに

連れていってくれ．スズキだと言うと絶対行けな

いので，研究グループの一員として連れていけ」
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というバーター取引を持ちかけられます．それぐ

らいスズキに行くのは難しい状況ですが，A３版

のマトリックスの資料をご覧になるとお分かりの

ように，トヨタは TPCAを中心に大変調査協力し

てくれて，2019 年１月の出張では TPCAだけで

はなく今回豊田合成も調査に行くことができま

す．

（資料５） 本調査研究・報告の視点ですが，ま

ず，旧社会主義諸国にトヨタ生産方式の移転が可

能なのか．先ほど申し上げた欠勤率の問題もあ

る．

それから藤本先生から宿題としてずっと言われ

ているのは，ポーランドやチェコはトヨタ生産方

式が応用しやすいのに，ブルガリアやウクライナ

は難しいのか，どこにその線があるのかというこ

とです．アジアでも藤本先生の方法論でいう中国

はすり合わせ型があまり得意ではないけれども，

ベトナム，台湾，日本はすり合わせが比較的導入

しやすい．高付加価値のものは日本でつくって，

ローエンドに関してはベトナムなどですり合わせ

型の製品をつくれば，日本としては非常に都合が

いいと言われている．それと同じことが中央ヨー

ロッパでも言えて，ポーランド，チェコ，ハンガ

リーではすり合わせ型のトヨタ生産方式が比較的

応用しやすいということが結論として言える．と

ころが，ルーマニア，ブルガリア，それより東に

行くと，トヨタ・グループは工場を建てようとし

ない．ここに何か目に見えない大きな境界のよう

なものがあるんだろうということです．

三つ目の大きな関心事はトヨタ TPCA の特殊

性です．いま日産とルノーの問題が出てきていま

すけれども，うまい結婚だったのかというと，現

在となっては，ここも破綻する可能性も出てきて

いる．最初の取り決めでは，生産現場はトヨタ生

産方式，調達とファイナンスはプジョー方式と，

完全に２頭体制に分かれていた．ところが，近く

に工場をつくらせて部品をすぐ持ってこさせると

いうのがトヨタ生産方式の原点であるジャストイ

ンタイムだけれども，調達を担当するプジョーは

その方式を使わない．デンソーがチェコに進出し

ても，デンソーのエアコンを TPCAに納入できな

い．そうなるとデンソーは一体チェコに何のため

に行ったのか分からない．実力のあるデンソーは

活路をドイツに求めて，フォルクスワーゲンなど

有力企業と取引ができて，逆にいまウハウハ状態

になっている．

一番の典型例はコイトで，来いと言われて進出

したのに，フランスのプジョー系のヘッドライト

のメーカーが頑張っていて，チェコの TPCA と

100％取引がない．大変困っていたら，ポルシェ

のエンジニアがコイトに訪ねてきて，ここと非常

に関係がよくなった．デンソーと同じようにドイ

ツに活路を求めて，いまポルシェのヘッドライト

はコイトになっている．

プジョーが入ったおかげでトヨタ方式で調達で

きなくなって，伝統的なバリューチェーン，換言

すれば，生産ネットワークが構築できない．いま

どうなっているのか，30 社ほど回ったんですが，

そのうちの主なトヨタ系の 10 社を資料のように

マトリックスにしました．例えば A３版の紙で

「トヨタとの関係」というところを見ていただく

と，「コイト」は「TPCAとの取引はない」と明言

しています．トヨタが来いと言って進出している

のに，トヨタとの取引がない，こんなことはあり

得ないんですが，「デンソー」も同じです．

（資料７） 調査事項は 10 項目について聞き取

り調査しました．時間もありませんので，論文が

できましたらご参照いただくことにして，省略し

ます．

（資料 13）４ページの左上をごらんください．ト

ヨタ TPCA の特殊性ですが，TPCA はトヨタ

50％，プジョーシトロエン 50％の合弁企業で，社

長ポストはトヨタが取りましたけれども，主に生

産担当で，プジョーが副社長ポストで財務・調達

担当です．実は財務・調達関係のほうが，給料を

決められるし，人事も握っていますので，権限が

強いと言えるかもしれません．

事実上，トヨタは現場だけやれということで，

プジョーがトヨタの生産システムのノウハウを知

りたいために合弁をやったのが見え見えの関係で

す．トヨタがプジョーから学ぶことはできます

が，実際にそれを応用することはほとんどないの

で，プジョーがトヨタの生産方式を知り尽くして

合併を解消する感じだと思います．

当初は TPCA内で対立があるといわれていて，

調査がほとんどできなかった時期があります．と

ころが，名前は申し上げられませんが，トヨタの

社長としてまとめあげた人がいて，プジョーとの
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関係をよくして安定した生産をこの 10 年で確立

したといわれています．安定経営ができたといっ

ている TPCAでも，チェコの特色でもある欠勤率

が 20％を超える時期がずっと続いたということ

です．

（資料 16） これが TPCAの周りにあるトヨタ・

グループ 10 社ですが，200 キロ圏内で冬でも２時

間から２時間半で行けるように道路が整備されて

いるところに立地しています．フタバは近いんで

すが，アイシンとか青山とか，ほかの工場は離れ

ている．なぜもっと近くにつくらないのかと聞く

と，「近くに工場をつくるとトヨタの人がすぐ来

るからだ．つかず離れず，２時間ぐらいタイムラ

グがあるほうが精神的にもいい．ただし，呼ばれ

たらすぐ行けるように，200 キロ圏内にあるんだ」

ということでした．

これでお分かりだと思いますが，EUに入って

から国境はあってなきがごとしで，TMMP（トヨ

タ自動車製造ポーランド）はポーランド南部にあ

るエンジンをつくっている会社で，ここから組立

工場であるチェコの TPCA にエンジンを運搬し

ている．この TMMP と TPCA を中心としてバ

リューチェーンができ上がっているという感じで

す．

（資料 17） 一般に海外のトヨタ工場は半分がト

ヨタ・グループから部品を調達するんですが，

TPCAに関しては，５ページの左上の右の図で見

るように，トヨタ・グループからは３分の１しか

調達できない．トヨタ・グループが二十数社進出

しても，トヨタだけで採算が合う工場はない．青

山製作所だけが 100％納入という契約をうまく取

り付けて，それ以外は−ベルギーのブリュッセル

にあるらしいんですが−ヨーロッパで独自の営業

をして，フランスやドイツの自動車メーカーに販

路を拡げたということです．

（資料 18）その右側に三つの丸がありまして，

Corporate governance of TPCA と書いてあります

が，トヨタの文化と，プジョーのフランスの文化

と，チェコ人というのはロイヤリティがない理

屈っぽい国民だと言われていて，この三つの文

化・メンタリティーが TPCAの工場の中で存在し

ている．

トヨタシステムというのは阿吽の呼吸で，職人

と言われる人が若い人に「体で覚えろ」と言う．

マニュアル化されない，インビジブルな技能の部

分も多いといわれています．１回だけ工場見学が

できたときに，年配の職人さんが名古屋から来て，

チェコ人の通訳に「気持ち右にちょっとずらせ」

とか言っているんですが，チェコ人に分かるわけ

がない．それがトヨタシステムの最も肝心なとこ

ろでもあるんだけれども，チェコ人には分からな

い．「５ミリ右にしろ」とか，何センチとか何ミリ

とか，全て言葉にしてくれ．チェコの従業員のた

めにマニュアル化してくれというわけです．

ところが，ポーランドの TMMPに行くと，日本

的な「気持ち右」がなんとなく通用するらしい．

同じ西スラブ系で，歴史的に近いにもかかわらず，

ポーランド人はトヨタへの愛社精神を持つ従業員

がトルコ工場と同様に生まれてきており，トヨタ

に勤められたことを自慢するし，なかなか辞めな

い．チェコは２割から３割休むし，ジョブホッピ

ングしたり，論理的に指導しないと分からないし，

なつかない．

オーストリー・ハンガリー帝国の時代からチェ

コをみていると，チェコ人というのは冷たい人気

のない優等生みたいな感じのところがあります．

クラスに一人はいる，「ノート貸してくれ」「いや

だよ」とか言いながら勉強だけはできるやつみた

いなところがあって，ここにトヨタ・システムを

入れるというのはなかなか難しいだろうなと初期

の段階では感じました．

（資料 22） 今回，あまり理論的な話ができない

んですが，暫定的なまとめをしますと，2004 年に

EUに入って，10 年経った 2014 年，トヨタ生産シ

ステムはほとんどの企業で適応されている．

100％ではないにしても，どうにか取り入れられ

た．2007，８，９年ぐらいのリーマン・ショック

を契機に，ジョブホッピングが容易にできなく

なって，そう簡単にほかの会社に移ることができ

なくなったこともあるので，欠勤率を含めて離職

率も低くなった．

当初，シニアのスキルドワーカーを雇用したん

ですが，社会主義的なメンタリティーの人が多く

て使えなかった．それをやめて，一から未熟練労

働者を徹底的にトヨタ・システムでトレーニング

させたところ，10 年経つとスキルドワーカーにな

りますので，その人たちが核になってトヨタ・シ

ステムをだんだん理解するようになってきた．
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この度合いが一番強いのがヨーロッパ地域では

トルコだそうです．トヨタの工場に行って，トル

コが一番トヨタ生産システムを理解して適応して

いる．２番目がポーランド，３番目が無難なチェ

コということで，「ポーランドを第二の三河にし

たい」と，いまのトヨダの幹部が言っていたそう

です．EV化になってお尻に火がついてそんなこ

とを言っていられなくなったのかもしれません

が，ポーランドに関しては非常に評価が高いとい

うことです．

どこに線が引けるのかという藤本先生の宿題に

対して，適応はチェコができて，ハンガリーもス

ズキができているし，ポーランドもいま言ったよ

うにできている．しかし，ブルガリアやルーマニ

アには進出しようとしていない．ロシアにもサン

クトペテルブルクにトヨタの工場がありますが，

完全なノックダウン方式で，ただつくっているだ

けで，いわゆるバリューチェーンができないそう

です．本当はこのプロジェクトで比較して，どう

したらローエンドとかミドルエンドのすり合わせ

型の日本生産方式の地域ができるかということが

描き出せれば成功だと思ったんですが，まだ志半

ばです．

では，どこを見ればいいのかというと，数社の

見解では，コストと品質管理と納期の三つにカギ

があるといいます．共通してここを絶対見てい

る．ブルガリアとかルーマニアにはちょっと心配

で進出できない．ウクライナも，西側は元ポーラ

ンド領ですから比較的進出しやすいけれども，キ

エフより東にはほとんど行こうとしない．単純な

製品でも日系企業の FDIはロシアは頭打ちです．

これはさまざまな要因があるかと思いますが，現

場レベルでの調査でも，この三つ，それからトヨ

タ生産方式とか日本的な生産方式の理解をさせる

知的な水準とか，そういうものが大きな差がある

のだろうと思います．

（資料 26） ７ページの右ですが，あまりにも小

さくて恐縮ですけれども，EV に関してハンガ

リーとチェコとポーランドでは考えが違ってい

て，ハンガリーは国を挙げて EV化しています．

街中にガソリンスタンドの中に電気スタンドが

あって，ハンガリーのブタペストは路上駐車がで

きないことで有名ですし，駐車しても料金が高い

んですが，電気自動車の場合は安くしている．つ

まり，EV自動車を買わせようという政策をとっ

ていて，企業に対する補助金とかさまざまな制度

を取り入れようとしています．

チェコは企業任せです．シュコダというフォル

クスワーゲン系の企業とトヨタ系の企業が主な自

動車メーカーですが，トヨタはプリウスをはじめ

としたハイブリッドから EVになかなか離陸でき

ない．シュコダはフォルクスワーゲンの傘下にあ

る企業で，いまどうも画策しているらしい．EV

車は小型車，中型車が多いんですが，20 年以降，

チェコで一気に生産に出てくる可能性がある．た

だ，今回もチェコインベストという投資省に「ド

イツ系企業を訪問したい．シュコダを訪問した

い」と申し入れたんですが，断られました．私た

ちは，いわばトヨタのスパイのようにみられます

から，やはり調査が難しい．

ポーランドは国をあげて EVをやらない．ロシ

アやポーランドは，プリウスも含めたハイブリッ

ドよりも，せいぜい天然ガス自動車ぐらいでいい．

ステータスクオではないですが，いまのままでい

いという雰囲気が強い．

同じ時期に社会主義から資本主義に体制転換し

て，同じように外資に依存した輸出ドライブをか

ける産業政策を採用しとって，自分の国でものづ

くりの技術を学ぼうとしない．全部外資に依存し

ているので，地場産業の自動車メーカーとか機械

メーカーが育っていない．こういう共通性はある

んですが，経済政策ではいまこの三つの流れがで

きています．対照的に変わっている．

われわれのプロジェクトで，この問題について

は決定的な結論はないんですが，一応これが暫定

的な成果ということでございます．
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Figure5.4. TPCA and its main affiliates

Source : Author
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